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Ⅱ 要保護児童対策地域協議会の設置・運営状況について 

 

１． 設置状況について（平成 23 年４月１日現在） 

（１） 要保護児童対策地域協議会及び児童虐待防止ネットワーク設置状況 

児童福祉法第 25 条の２に規定する要保護児童対策地域協議会（以下「地域協議

会」という）を設置済みの市区町村は、全国 1,619 の市区町村（東日本大震災の被

災地である岩手県、宮城県及び福島県を除く市区町村。）のうち 1,587 か所（98.0％）、

児童虐待防止ネットワーク（以下「ネットワーク」という）を設置済みの市区町村

は、24 か所（1.5％）であった。 

地域協議会又はネットワークを設置済みである市区町村を合計すると、1,611 か所

（99.5％）であった（前年度比８か所増、0.7 ポイント増）。 
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（２） 都道府県ごとの地域協議会又はネットワークの設置状況 

地域協議会又はネットワークの設置率が 100.0％の都道府県数は 37か所（84.1％）

であった。 
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２． 設置形態・構造・構成メンバーについて（平成 23 年４月１日現在） 

（１） 地域協議会の構造 

地域協議会の構造は、３層構造が 1,086 か所（68.4％）、２層構造が 467 か所

（29.4％）であった。 
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（２） 実務者会議の形態（複数回答） 

実務者会議の形態は、「全ての相談種別を実務者会議として協議する」が 830 か

所（52.3％）、次いで「相談内容別に分けて開催する」が 380 か所（23.9％）、「地

域別に分けて協議する」が 135 か所（8.5％）であった。市部においては、「地域別

に分けて協議する」の割合が比較的高かった。 
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（３） 構成する関係機関等 

以下の機関を地域協議会の構成メンバーとしている市区町村が比較的多かった。 
（行政機関） 

教育委員会（97.7％）、児童相談所（95.5％）、警察署（96.3％）、都道府県設

置の保健所（74.5％） 
（関係機関） 

保育所（90.1％）、幼稚園（69.6％）、小学校（89.7％）中学校（89.0％） 
（関係団体） 

医師会（62.9％）、社会福祉協議会（56.5％）、民生委員児童委員協議会（89.0％） 

 

（注）地域協議会から見た参加割合であり、関係機関の中には、都道府県単位で設置されるものや、全

ての都道府県に設置されていないものもある。 
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３． 要保護児童対策調整機関について（平成 23 年４月１日現在） 

（１） 要保護児童対策調整機関の指定 

児童福祉法第 25 条の２第４項に規定する調整機関は、児童福祉主管課が 899 か

所（56.6％）で最も多く、次いで児童福祉・母子保健統合主管課が 378 か所（23.8％）、

福祉事務所（家庭児童相談室）が 141 か所（8.9％）であった。 

町村においては、「児童福祉・母子保健統合課」を指定している割合が比較的高

かった。  
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（２） 担当職員 

調整機関の担当職員は、全国で 5,075 名の配置であった（前年度比 153 名増）。 

一定の専門資格を有する者（①～⑧）は 2,835 名（55.9％）であった（前年度比

151 か所増、1.4 ポイント増）。そのうち「児童福祉司と同様の資格を有する者（①

～④）」が 1,030 名（20.3％）であった（前年度比 234 名増、4.1 ポイント増）。  
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（３） 担当職員の詳細 

担当職員の正規職員・正規職員以外の状況は、正規職員が 3,839 名（75.6％）で

あり（前年度比 20 名増、2.0 ポイント減）、正規職員以外が 1,236 名（24.4％）で

あった（前年度比 133 名増、2.0 ポイント増）。 

また、専任・兼任の状況は、専任が 2,023 名（39.9％）であり（前年度比 149 名

増、1.8 ポイント増）、他の業務と兼任が 3,052 名（60.1％）であった（前年度比４

名増、1.8 ポイント減）。  
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４． 活動状況等について 

（１） 児童虐待防止に関する活動内容（平成 22 年度の実績） 

平成 22 年度中の各会議の開催実績数は、 

・ 代表者会議 1,525 回（平均 1.31 回） 

・ 実務者会議 7,088 回（平均 6.71 回） 

・ 個別ケース検討会議が 32,640 回（平均 24.29 回） 

であった。 

 

 



 
10 

 

（２） ケースの登録数（平成 23 年６月末日現在） 

地域協議会におけるケースの登録数は全体で 121,530 件であり（前年度比 14,217

件増）、そのうち、 

・ 要保護児童ケース登録数 90,783 件（74.7％）（前年度比 13,816 件増、3.0

ポイント増） 

・ 要支援ケース登録数 29,800 件（24.5％）（前年度比 254 件増、3.0 ポイント

減） 

・ 特定妊婦ケースの登録数 947 件（0.8％）（前年度比 147 件増、0.1 ポイント

増） 

であった。 

また、要保護児童ケースのうち児童虐待が 62,954 件（51.8％）であった（前年

度比 11,707 件増、4.0 ポイント増）。 
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（３） ケースの進行管理台帳の作成（平成 23 年４月１日現在） 

地域協議会におけるケースの進行管理台帳は、1,201 か所（75.7％）で作成され

ていた（前年度比 44 か所増、1.6 ポイント増）。  
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（４） ケースの見直しの頻度（平成 23 年４月１日現在） 

地域協議会においてケース進行管理台帳を作成している場合、ケースの見直しの

頻度として、 

・ ３か月以内に１回 332 か所（20.9％）（前年度比 27 か所増、1.4 ポイント増） 

・ ４～６か月に１回 194 か所（12.2％）（前年度比 32 か所増、1.8 ポイント増） 

・ ６か月以上に１回 59 か所（3.7％）（前年度比７か所増、0.4 ポイント増） 

であった。また、「必要に応じて随時」が 587 か所（37.0％）であった（前年度比４

か所減、0.9 ポイント減）。  
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（５） ケース終結の基準（平成 23 年４月１日現在） 

地域協議会において、ケースを終結させるにあたり、「基準あり」は 349 か所

（22.0％）であり（前年度比 51 か所増、2.9 ポイント増）、「基準なし」は 1,238 か

所（78.0％）であった（前年度比 25 か所減、2.9 ポイント減）。  

 

 
 

 

 

 

 


